































伊 藤 直 樹
【問題1大 学内において大学生の学生生活を支援する役割を負っている部署のひとつに学生相談機関
がある。学生相談機関には大学により様々なタイプがあるが 一般的には,学生朝議室,保健管理セ
ンター,カ ウ ンセ リング ・ルーム,カ ウンセ リング ・セ ンターなど,大 学 が設置 している学生支援 ・
相談サービスを提供する機関がこれに相当する。
都 留 く1994)によれ ば,日 本 にお け る学 生 相 談 は,第 二次大 戦 後 間 もない1951年,来日 した
BrighamYoung大学 の講師 による学生補導厚生研:究会 において,教 育学 ,哲 学,心 理学 の理論 と方
法 に基 づ い た"studentpersonnelservices"が紹 介 され た こ とが 始 ま りで あ る とい う。 そ して,こ







む必要性があることが指摘 されている。実際に,岩村(2000)によれば 学生相談機関を設置 して
いる大学 ・短期大学は増加傾向にあるという。
しかし,日本学生相談学会特別委員会(2001)の2000年度の調査 によれば 日本の大学の学生相
談機関の来談率 は2.E%,短期 大学 は5.5%とい うことであ り,全 体 と しては依然 として来談率が高い
とはいえない。本研究の 目的 は,こ う した学生 の来談率の低 さを改善す る方法,す なわち,大 学生 の
援助要請行動(help-seekingbehaviors)を促 進するための方法 につ いて検討す ることにあ る。
我が国では,学生相談機関のイメージが学生の援助要請行動に影響を与えるという相談現場におけ
る実感から,学生相談機関のイメージについての研究が比較的多く行われてきている。大川(197)




もだ らされるもの とな る。
4高野 ・宇留田(2002)の指摘に見 られるように,学 生が学生相談機関に対 して持つイメージは学
生の来談行動に影響を与えると考えられる。これまでの我が国の学生相談室のイメージの研究は,現
場での問題意識から単発的に行われるものが多 く,他の研究との関係についての分析や,過去の先行
研究の レビューが圧倒的に不足 しているという大きな問題がある。 また,我 が国に学生相談が導入 さ
れるきっかけとなった学生相談先進国のアメリカの諸研究に触れているものも少ない。
こうした問題意識か ら,本 研究では,ア メリカ と日本の学生相談に関する研究の うち,特 に,学 生
相談機関に対する学生の認知,期 待,イ メージ等が学生の援助要請行動に影響を与えていることに着
目して,これらの関係に関する基礎的な研究を行 うことを目的とする。その際 まず,研究1と して






旧 的1研 究1は,大 学生の援助要請行動に関わる要因として,学生相談機関への来談行動に関する
国内外の文献レビ土一を行い,新 たな知見を得ることを目的として行われた。
【方法】アメリカと日本における観究論文の収集は以下のように行った。
(1)ア メ リ カ に お け る 学 生 相 談 機 関 へ の 来 談 行 動 つ い て の 文 献 は,"attitude","perception',
"
expectation"の3語を キ ーー ワ ー ドと して,心 理 学 文 献 の デ ーー タ ベ ー ス"Psych-INF(7Direcゼ
を用いて文献検索を行った。
(2)日本における文献 の収集 に当たっては,『学生相談研究』,1教育心理学研究』,1心理臨床学硫究』,
主な大学の学生相談機関の年報 ・紀要等から学生相談機 関への来談行動に関する文献をリス ト
ア ップ した。
【結果と考察】
得 られた文献の うち,主 な もの を取 り上げつつ考察す る。
(1)アメりカにおける研究
①人種 ・性別 ・年齢と来談行動
ア メ リカの研究で 目立つのはマ イノリティの来談率 を高め るための研究であ る。Johnson(1977)
は,黒 人が多数 を占める大学 においては,黒 人学生が大学の カウンセ リングサー ビスを利用する こと
一
について肯定的であると報告 している。また,個人的な問題よりも,就職や学業に関する実際的な問
題で学生相 談サニ ビス を利用 したい と考えることを示 している。Thompson&Clmblic(1978)は,
黒人学生は相談内容にかかわらず黒人カウンセラーを好み,相談内容による利用可能性の差異は小さ
雨 む しろ,カ ウ ンセ ラ ーへ の 好 み が増 す ほ ど,利 用 可 能性 が 高 まる こ と を報 告 して い る。
Atkinson,Ponterotto&Sanchez(198・Dは,デング ロサ ク ソ ン系 ア メ リ カ人 とベ トナ ム系 ア メ リ
カ人の学生相談機関利用への態度,カ ウンセラーの好みを比較し,前者はほとんど全ての尺度で後者
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より高い得点を示 したのに対 し,後者は前者 より偏見の得点が高いことを報告している。
これらの研究をはじめ,多 くの研究において,アメリカにおける人種的マイノリティは学生相談機
関の利用に対 して否定的であり,特に,ア ジア系人種では相談への偏見が大きいことが指摘されてい
る。 しか し,マイノリティであるという条件が緩和 されることで来談が促進される可能性も示 してい
る 。
Tedeschl&Willis(1993)はアジア系 ア メリカ人学生 と白人学生を比較 し,女 性 は人種 にかかわ
らず専門的な援助に対して寛容であり,白人女性は自分自身がクライエントになるということについ
て,最 も寛 容 で あ った と報 告 して い る。Lopez,Melendez,Saue簸Berger&Wyssman(1998)は専
虚
門 的 心 理 的 援 助 へ 態 度 尺 度(AttitudesTowardSeekingProfessionalPsychologicalHelp;
ATSPPH)(Fischer&Turner,1970)を用いた研究の中で.女 子大学生は男子大学生 より専 門的心










ことがで きるか らであ る。この領域 で最 も広 く用い られている尺度は,カ ウンセ リング適切性 チェ ッ
ク リ ス ト(TheCounselingAppropriatenessCheckList;CACL)(Warman,1960;Warman.
1961)であ る。
Wiicove&Sharp(1971)は℃ACL"を 用 いて大学生,保 護 者,学 生課職員,大 学教員,カ ウン
セラーを対象 に調査 を行い,カ ウンセ ラーは 「適応」に関する問題 を最 も相談に適切 と考えているの
に対 し,他の集団は 「職業選択」 を最:も適切 と考えている ことを明 らかに してい る。Ge】sαKarl&0'
Connell(1972)はカウンセ ラー,一 般学生,学 生相談機関のク ライエ ン トを対象 に調査 を行 い,カ




これ らの研究をはじめ,1970年代を中心に した多 くの研究で,学生相談機関が期待する相談と学
生や教 職員が期待す る相談 にはギ ャップが ある ことが指摘 され てい る。 しか し,Mathiasen(1989)
の報告 にあ るように,大 学が学生のニーズ に敏感にな り,サ ービスの拡充を行 っている一方,学 生 は
かつてより学生相談機関の利用にためらいを感 じなくなっている傾向が見られるといい,ア メリカで
6は,こ う した ギ ャ ップは小 さ くなっ て きて い る と考 え られ る。 また,先 述 のGelsqKarl&0'




Tinsley&Harris(1976)は,カウ ン セ リ ン グ期 待 尺 度(TheExpectationAboutCounseling
Scale;EAC)(Tinsley&Harris,1976:TinsleyetaL1980)のも とにな る尺 度 を用 い て大 学 生 を対
象に調査を行い,男性は女性よりカウンセリングに関して 「指示」の期待を持つ傾向があることなど
を報告 している。
Yuen&Tinsley(1981)は,アメ リカ人,中 国人,ア フ リカ人,イ ラ ン人大 学 生 に この 尺 度 を実
施し,文化的な背景の異なるとカウンセリングへの期待も異なることを明らかに し,学生相談機関に
はこうした期待の差違に配慮 した援助が必要 となることを指摘 している。









談機関が当該大学の学生の特徴をよく理解し,それに合った対応 を行 うことが カウンセリングへの
期待を高めることにつなが り,学生の援助要請行動を促進することにつながると考えられる。
(2i日本 における研究
次 に,日 本 におけ る研究 について述べ る。
①学生相談機関のイメージに焦点を当てた研究
日本における研究には,学生相談室へのイメージを取 り上げたものが多い。例えば.櫻井 ・有田
(1994)は大 学 生133名を対 象 にSD法 を用 い て,"学 生 相 談 セ ン ター","カ ウ ン セ ラ」,"カ ウ ンセ
リング'に 関するイメージを調査 し,"学生相談セ ンター"の イメージの因子 と して"受 容性 因子",
"内面 性因子"の2因 子 を抽出 している
。 また,同 じくSD法 を用 いた研究 に西 河 ・鈴木(1999)の
研究があ り,短大生と専門学校生を対象に学生相談室イメージについての調査を実施 し,彼らが"暖
か い"が"暗 い"'かつ"重 い"と い う イメ ー ジ を強 く持 ち,さ らに"利 用 しに くい",甜堅 い"と と ら
えていた と してい る。
r方.自 由記述法 を用 いた研究 も見 られ る。例えば,真 覚 ・中村(1993)は大学生291人を対象 に
調査 を行い,学 生相談機 関に対 するイメージを"親 しみに くい","不信感","信頼感'の3つ に分類
してい る。 また,萩 原 ・吉川 ・山田(1995>は900名の学 生 を対 象に調査 を行い,回 答 を"相 談内容
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に関するもの","相談室の機能 に関する もの","相談 を受ける人に関する もの","相談室の雰囲気に




学生が持 っているイメージ と来談の関係 を探 った研究 に森 田(1990),森田(1997)がある。森 田
は,新 入生1957人に学生相談室 イメージに関する 自由記述式 のアンケー トを行 い,そ の後5年 問の
間に実際に学生相談室を訪れた学生が 入学時にどのような学生相談室イメージを持っていたかを
遡 って分析 してい る。 これらの研究の中で,森 田は,学 生が入学時 に抱 いていた学生相談室 イメージ
によ り,来談,相 談の継続 性,相 談内容な どに違いが見 られたことを報告 している。 また,西 河 ・鈴
木(1994)は,学生相談室 のイメー ジについて"利 用希望あ り"群 と"利 用希 望な し"群 に分けて
比較 し,前者 は後者 より学生相談機関へのイメージがよ く,しか もそれが1年 後 も継続 していると報
告 している。
高野 ・宇留田(2004)は,学生の援助要請行動について,利益 とコス トの観点か ら調査研究 を行い,
「電子メールによる相談や相談員の人となりがわかるように機会があること」により来談 しやすくな
ること,「相談の媒体(著者注:例 えば電話や電子メールによる相談など)や対面式の相談の形態に
関 して,心 理的利益 の認知」が あることが来談 に結びつ くことを指摘 している。宮崎 ・益 田 ・松 原
(2004)は,大学生595名に対する調査 により,来 談を規定 する因子 として 「悩み と相談意志」,「相
談の必要度」,「学生相談への期待 」,「カウンセラー以外 の相談者へ の相談意志 」などの 「悩 みがある
か どうか とい う実質的な問題」が影響を与えていることを報告 している。
伊藤(2006)は:学生相談機関の イメージと来談の関係 について,大 学生421人を対象に調査 を行
い,学 生相談機関のイメー ジとして4因 子 を見いだ し,そ れぞれの因子によ り来談意思 との関係が異
なること,学 年,性 別によ り来談意思 と関係がある因子が異なることを指摘 している。
(5)まとめ
アメリカにおける研究では,学生の来談率をいかに上げるかという研究が,近年になればなるほど
少な くなる印象を受ける。これは,ア メリカにおける学生の来談率がすでに高 くなってお り,マ イノ
リティの来談率の問題は残 るものの,状 況がかな り改善 されているこ とを反映 しているか らではない
か と考 え られ る。』
全体的に,マ イノリテ ィは来談が少ないこと,女 子学生の方が来談に抵抗が少な く,男子学生の方
が来談に抵抗が大きいこと,学生,教職員,学生相談機関の間で来談が必要であると考える問題の差
異が研究課題 となってお り,こ れ らに対 する実践的なアプ ローチが求め られている・
これに対 し,日 本の研究の多 くが イメージの実態の把握 に終わってお り,それではイメー ジをどの
ように改善すれば来談 を促進で きるか,あ るいは,イ メー ジを改善するには どう した らよいかという
問題 まで到達 していない印象 を強 く受ける。
文献レビューからは,アメリカと曄 で兵乱 ていることは,おそらぐ 学生ネ膝 機関の機能と役






シ ョ ン, ワークショップ 講演会等の実施 教授会での報告など,様々な方法があるが 昨今の学生
は情報機器へのアクセシビリティが非常に高 く,大学の学生相談機関がインターネッ ト上に公開 して
いる情報が学生の来談に及ぼす影響は大きいものと推察される。学生の援助要請行動について明 らか











日本 におい ては,ほ とんどの学生相談機 関におい て,独 自の ウェブサイ トを持つ ように
なったのは, つい数年前か らであ る。この点では,日 本の現状 はインター ネッ ト先進国 アメ リカに比
べ る と, まだまだ発展途上にあると考えられる。









ア メ リカ の大 学331大学 。調 査対 象 は 掴ationalSurveyofCotlnsehngCenterDirectors2004(大
学学生相談室長協 会に よる2004年全国調 査)"(GallagheL2004>に協力 した347の学生相談機関の う





① 検:索エ ンジ ンの一 つ で あ る"Yahoo1(http://ww～wahoo£om/)"を用い, そのキーワー ド欄に
"大学 名"
を入力 し大学のウェブサイ トを検索する。




「開室 旧時」,「利用方法」,「費用」,「守秘義務」,「建物名」,「電話番号 」,「相談 内容」,「担当著名」,
「専門性」の10の「重要 情報」 を分析 に用いた。






















まず,「学生数」 と 「重要情報」の相 関を求めた ところ,r=」8(p<.ODの有意な相関が見られた。
すなわち,「学生数」が多い大学ほど1重要情報」の掲載量が 多い傾向にある といえる。 しか し,相
関の値自体は極めて小さい。
また,「重要情報」と 「大学規模」及び 「設置主体」との関連を探るために各群の 「重要情報」の
得点を求め (表2),「大学規模 」(4水準)× 「設置主体」(2水準)の分散分析 を行った ところ,「大
10
学 規 模 」 でF(3.323)一1.84(n。S.),「設置主体」 でF(1 .323)=.09(n&),「大学規模」 × 「設置主体」で
F隅 〉=.71(n旬 と, すべての要因で有意な効果は見られなかった。
これ らの ことか ら, アメ リカの大学で は,イ ンターネ ッ ト上における学生相談機関の情報は,「大
学規模」,「設置主体」の別による差異が極めて小 さい状況にあるといえよう。アメ リカの大学の学生
相談機関のウェブサイ トを閲覧 した限 りにおいて は, どの大学においても,学生が来談するのに必要
な情報が網羅されているように思われた。すなわち,ア メリカで は, イ ンタニネ ッ トに よる情 報の発
信が充実 した状況にあると思われる。
伊藤(2004)は,日本の学生相談機関の情報発信について大学間の格差が大 きいことを指摘 して
い る 。す なわ ち, 学生相談に力を入れている大学では多 くの情報が学生に発信されるが そうでない






公立 7 7.43 L90
超小規模大学
私立 43 6.95 1.93
公立 50 7.62 2.17
小規模大学
私立 88 7.69 1.78
公立 97 &05 1.60
中規模大学
私立 23 7.48 1.81
公立 20 8.45 L28
大規模大学
私立 3 9.oo Loo
また,ウ ェブサ イ トを閲覧 した印象 では,ア メ リカの大学では相談を担当するカウンセラーの人と
な りがわかるような情報が記載 されている場合が多いように思われた。高野 ・ 宇 留田(2006)の枠
'
組み に従えば,先 述の ように情 報が網羅 されていることは,学生 の心理的利益 を高め,一 方,カ ウン












結びつ く可鰺 性が高いこと,マイノリティが学生のかな りの割合を占める大学 も多 く.この問題への
対応 をしっか りと行わなければ.大学 としての運営に支障が生 じるとい うことがあるように思われ
る 。
一方,日本では,学生相談機関の予算や人員配置が貧弱であることもあ り,相談機関のスタッフは
日々の相談に追われ,研 究に取 り組む時間が少ない。また,研究の トレーニ ングを受けたスタッフが
少ないこともあり,実践的な研究まで手が回 らず,当面の現状把握 に終始せざるを得ないように思わ
れる。この点が日本の学生相談が取 り組むべ き課題といえよう。






で公式なウェブサイ トを持っているため,この点で新たな設備投資の必要はない。 したがって,対 費
用効果の面で も効率的であると考えられる。研究の トレーニングを受けていないスタッフであって
も,あ る程度ホー ムペ ージ作成の知識があれば,す ぐに取 りかか ることがで きる。
Davis(2㎜)は,21世紀のア メ リカの学生相談の課題の ひ とつ として,"ExpandingCounseling
ServicesDeliveryThroughInteractionalandInternet-BasedTechnologies"とい う ヴ 節 を 設 け て,
イ ンターネ ッ トの重要性 を指摘 しているが この ことか らもわかる ように,今 後はイ ンター ネ ッ トを
活用 した学生相談活動の役割がより一層注目されてくると思われる。
日本 において も,イ ンター ネッ トを利 用 した相談活動 につい て,そ の実践例やガイ ドライ ンを記 し
たまとまった著作 も見 られるようになって きてお り(例 えば,田 村,2003:岩本 ・木瀧2005な ど),
その課題や注意すべ き事項も示 されるようになった。 インターネッ トの活用に無計画に手 を広げれ
ば.日 々の相談活動を圧迫するおそれもあるが 学生相談機関への入り口として,そ の有用性 を積極
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